
オンライン利用者保護規制とデータ利活用

１　https://www.ppc.go.jp/personalinfo/independent_effort/

IT技術の進展に伴い個人情報等の取扱いが増加し
ている中で、事業者が取得する個人情報を適切に管
理していく必要性が高まっています。こうした中
で、事業者の自主的な取組みの一つとして、データ
マッピングによる管理手法が注目されています。そ
こで、個人情報保護委員会は、データマッピング・
ツールキット（以下、「本ツールキット」という。）
を作成し、多数のデータを保有している等の事業者
が、当該データを適切に管理するための自主的な取
組みとして、データマッピングを開始する際の一助
となることを目的に、本ツールキットを公開しまし
た 1 。本ツールキットは、本編、データマッピング
表の項目例、外国にある第三者への個人データ提供
に係るチェックリスト、外国において個人データを
取り扱う場合のチェックリストの４つの資料から構
成されています。

データマッピングによって、事業者全体としてど
のようなデータを取り扱っているのかを把握し、① 
個人情報保護法（以下、「法」という。）を含む当該

データに適用される法令の遵守状況の確認、② 当
該データの取扱状況等に起因するリスクに応じた必
要な対応の実施等を行うことができる、とされてい
ます。なお、個人データについてデータマッピング
する場合には、法第23条の定める個人データの安
全管理措置の一つの手法となる（ガイドライン（通
則編）10－３（３））とされています。具体的には、
データマッピングは、個人データの項目、責任者・
取扱部署等をあらかじめ明確化しておくことによ
り、個人データの取扱状況を把握可能とするもので
あり、安全管理措置の一つである、組織的安全管理
措置の「個人データの取扱状況を確認する手段の整
備」の一つの手法とされています。

プライバシー影響評価（PIA：Privacy Impact 
Assessment）や個人情報保護マネジメントシステ
ム（PMS：Personal informat ion protect ion 
Management Systems）における個人情報管理台
帳の整備においても活用できるのではないかと考え
られます。

本章では、JIPDECの事業テーマである「個人情
報保護／プライバシー」「セキュリティ」「デジタル

トラスト」「IT動向」に関する最新動向を、当協会
職員がご紹介します。
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